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３ 総合評価に関する事項
\ 入札に関する事項
æ 「工事目的物の性能・機能の向上に関す
る事項」を評価項目とし、具体的には以下
のとおりである。
Ê 覆工コンクリート（インバート・坑門
工は除く。）の品質の確保、向上のための
施工方法の工夫とその効果

Ë 一次支保工（Ｄ３ａ・Ｄ３ａ`Ｓ区間）
における施工方法の工夫とその効果

ç、èは第１号３\ç、èに同じ。
] 提案について
æ 入札説明書に記載された要求要件を実現
できると認められる場合には、標準点とし
て100点を与えるものとし、「覆工コンク
リート（インバート・坑門工は除く。）の品
質の確保、向上のための施工方法の工夫と
その効果」及び「一次支保工（Ｄ３ａ・Ｄ
３ａ`Ｓ区間）における施工方法の工夫と
その効果」についての評価の配点はそれぞ
れ20：10とし、指定テーマの得点（素点）
の合計点を技術評価点とする。

çは第１号３]çに同じ。
^、_は第１号３^、_に同じ。
４ 入札手続等
\から`èまでは第１号４\から`èに同じ。
é 開札は、平成26年８月28日午後２時30分
近畿地方整備局総務部契約課入札室にて
行う。

５は第１号５に同じ。
６ Summary

\,],_,`,a the same with notice above

(No. 1)

^ Subject matter of the contract : Construc-

tion work of the Kyousi Tunnel in Wa-

kayamaMisaki Road

入 札 公 告（建設工事）

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 26年５月２日

支出負担行為担当官
四国地方整備局次長 丸山 隆英

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 37

〇第２号
１ 工事概要
\ 品目分類番号 41

] 工事名 宿毛湾港池島地区防波堤ó築造工
事

^ 工事場所 高知県宿毛市新港地先
_ 工事内容 基礎工１式、本体工１式、被覆・
根固工１式、構造物撤去工１式、安全管理１
式

` 工期 契約締結日から平成27年３月16日ま
で

a 使用する主要な資機材 基礎捨石約28¶000

‚、生コンクリート約600‚

b 本工事は、入札時に、３\{に示す特定評
価項目１、２に係る技術提案を受け付け、価
格以外の要素と価格を総合的に評価し落札者
を決定する総合評価落札方式（技術提案評価
型（Ｓ型・２テーマ））の適用工事のうち、品
質確保のための体制その他の施工体制の確保
状況を確認し、施工内容を確実に実現できる
かどうかについて審査し、評価を行う施工体
制確認型総合評価落札方式の試行工事であ
る。

c 本工事は、契約締結後に施工方法等の提案
を受ける契約後ＶＥ方式の対象工事である。
ただし、総合評価落札方式の提案範囲を除く。

d 本工事においては、資料の提出、入札等を
電子入札システムで行う。なお、電子入札シ
ステムによりがたいものは、発注者の承諾を
得て紙入札方式に代えることができる。

e 本工事は、入札時に工事費内訳書の提出を
求める工事である。

Ĉ 本工事は、本工事の競争参加資格を有する
と認められた者に対し、見積参考資料（金抜
き設計書）を開示する工事である。

D̂ 本工事は、「建設工事に係る資材の再資源化
等に関する法律」（平成12年法律第104号）に
基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物
の再資源化等の実施が義務付けられた工事で
ある。

Ê 本工事は、公共工事の品質を確保するため、
工事の監督及び検査の実施において「施工プ
ロセスを通じた検査」を試行する対象工事で
ある。

F̂ 本工事は、中間前金払に代わり、短い間隔
で出来高に応じた部分払を実施する「出来高
部分払方式」の試行工事である。

Ĝ 本工事は、契約締結後、総価契約の内訳と
して、単価等について合意を行う「総価契約
単価合意方式」の対象工事である。

_ 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て

がなされている者又は民事再生法に基づき再

生手続開始の申立てがなされている者（上記

^の再審査を受けた者を除く。）でないこと。

` 特定評価項目１、２に係る技術提案が適正

であること。

また、技術提案が適正と認められない場合

に設計図書（特記仕様書、図面、共通仕様書）

に記載された内容（以下「標準案」という。）

に基づいて施工する意志がある場合又は、技

術提案を行わず標準案に基づいて施工しよう

とする場合には標準案に基づいて施工する旨

の資料を作成し提出すること。

a 平成11年４月１日以降に、元請けとして完

成・引渡しが完了した下記の要件を満たす同

種工事の施工実績を有すること。ただし、経

常建設共同企業体においては、構成員のうち

１社が同種工事の施工実績を有していればよ

い。（共同企業体の構成員としての施工実績

は、出資比率が20％以上であること。ただし、

乙型共同企業体の同種工事の施工実績につい

ては、出資比率にかかわらず各構成員が施工

を行った分担工事の実績であること。）

なお、当該施工実績が平成13年４月１日以

降に完成した地方整備局が発注した工事であ

る場合にあっては、工事成績評定表の評定点

合計（以下「評定点合計」という。）が入札説

明書に示す点数未満のものを除く。

{ 特定ＪＶの代表者又は経常建設共同企業

体若しくは単体有資格業者にあっては、次

の１）及び２）の工事とする。

１）港湾土木工事において、質量2¶000ｔ／

函以上の鉄筋コンクリート製ケーソンを

据え付けた工事

２）港湾土木工事において、安全監視船の

配置が義務付けられた工事

（１）と２）は別件工事可）

なお、本方式の実施にあたっては、単価等
を個別に合意する方式（以下「個別合意方式」
という。）を基本とするが、受注者の希望によ
り、単価を一括的に合意する方式（以下「一
括合意方式」という。）も可能とする。

２ 競争参加資格
次に掲げる条件を満たしている者により構成
される特定建設工事共同企業体（以下「特定Ｊ
Ｖ」という。）又は経常建設共同企業体若しくは
単体有資格業者であること。
なお、特定ＪＶとして競争に参加する場合は、
別に公示する特定ＪＶの資格決定を受けるこ
と。
\ 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165

号）（以下「予決令」という。）第70条及び第71

条の規定に該当しない者であること。
] 四国地方整備局における港湾土木工事に係
る一般競争参加資格の決定を受けている者で
あること。

^{ 特定ＪＶの代表者又は経常建設共同企業
体若しくは単体有資格業者にあっては、四
国地方整備局における港湾土木工事に係る
一般競争参加資格の決定の際に算定した客
観点数が1¶150点以上の者であること。（会
社更生法（平成14年法律第154号）に基づ
き更生手続開始の申立てがなされている者
又は民事再生法（平成11年法律第225号）
に基づき再生手続開始の申立てがなされて
いる者については、手続開始の決定後、四
国地方整備局次長が別に定める手続に基づ
く一般競争参加資格の再審査の際に算定し
た当該港湾土木工事における客観点数が
1¶150点以上であること。）

| 特定ＪＶの代表者以外の構成員にあって
は、四国地方整備局における港湾土木工事
に係る一般競争参加資格の決定の際に算定
した客観点数が950点以上の者であること。
（会社更生法（平成14年法律第154号）に
基づき更生手続開始の申立てがなされてい
る者又は民事再生法（平成11年法律第225

号）に基づき再生手続開始の申立てがなさ
れている者については、手続開始の決定後、

四国地方整備局次長が別に定める手続に基

づく一般競争参加資格の再審査の際に算定

した当該港湾土木工事における客観点数が

950点以上であること。）
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